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貸借対照表

令和 6年 3月31日現在

(単位：円)

科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ資産の部

  1.流動資産

      現金預金 21,868,730 18,539,592 3,329,138

      未収金 11,260,121 12,408,231 △ 1,148,110

      貯蔵品 46,728 249,700 △ 202,972

      前払金 93,540 93,540 0

      流動資産合計 33,269,119 31,291,063 1,978,056

  2.固定資産

    (1)その他固定資産

      車両運搬具 1 1 0

      什器備品 15 30,325 △ 30,310

      預託金 8,890 8,890 0

      その他固定資産合計 8,906 39,216 △ 30,310

      固定資産合計 8,906 39,216 △ 30,310

      資産合計 33,278,025 31,330,279 1,947,746

Ⅱ負債の部

  1.流動負債

      未払金 11,199,499 9,488,347 1,711,152

      前受金 294,000 309,000 △ 15,000

      預り金 387,670 241,398 146,272

      流動負債合計 11,881,169 10,038,745 1,842,424

  2.固定負債

      固定負債合計 0 0 0

      負債合計 11,881,169 10,038,745 1,842,424

Ⅲ正味財産の部

  1.一般正味財産 21,396,856 21,291,534 105,322

      （うち基本財産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

      （うち特定資産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

      正味財産合計 21,396,856 21,291,534 105,322

      負債及び正味財産合計 33,278,025 31,330,279 1,947,746



（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

（7）

該当事項なし

財務諸表に対する注記

　１.継続組織の前提に関する注記

該当事項なし

　２.重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当事項なし

固定資産の減価償却の方法

減価償却資産について、定額法により減価償却を実施している。

引当金の計上方法

該当事項なし

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

認定法第5条第12号の規定により作成しない。

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込方式によっている。

リース取引の処理方法

科　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　３.会計方針の変更

該当事項なし

　４.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

該当事項なし

　５.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

該当事項なし

　６.担保に供している資産

該当事項なし

　７.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

車両運搬具 1,660,270 1,660,269 1

什器備品 6,073,100 6,073,085 15

合　計 7,733,370 7,733,354 16



（単位：円）

0 0

0 0 -

0 0

0

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

　８.債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

該当事項なし

　９.保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く）等の偶発債務

該当事項なし

１０.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当事項なし

１１.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

雇用開発支援事業費
等補助金

宮崎県シルバー
人材センター
連合会

4,003,000 4,003,000

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額
貸借対照表上
の記載区分

高年齢者就業機会
確保事業費等補助金

宮崎県シルバー
人材センター
連合会

5,339,000 5,339,000

当期末残高

合　計 0 18,895,000 18,895,000

　１.基本財産及び特定資産の明細

該当事項なし

　2.引当金の明細

該当事項なし

該当事項なし

西都市福祉関係団体
運営費補助金

西都市 9,553,000 9,553,000

     附属明細書

１２.基金及び代替基金の増減額及びその残高

該当事項なし

１３.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該当事項なし

１４.関連当事者との取引の内容

該当事項なし

１５.キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

認定法第5条第12号の規定により作成しない

１６.重要な後発事象

該当事項なし

１７.その他


